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註( 1 ) 四宮章夫「私的整理手続の経済合理性」(事業再編実務研究会編・あるべ
き私的整理の実務・民事法研究会 2014 年) 380頁参照。















( 4 ) 田頭章一「私的整理の長所・短所」(高木新二郎外編・倒産法実務事典・
ぎょうせい 1999年) 1046頁同旨
( 5 ) ここでは、再建型と清算型の私的整理を統一的に理解しようとする姿勢が、
私的整理全般について、債権者と債務者との間の合意を必要とする見解に結
びつき易いことを指摘しておきたい。
( 6 ) 中村清「私的整理と内整理」(高木新二郎外編・倒産法実務辞典・ぎょう
せい 1999年) 1050頁
( 7 ) 石井真司外編「融資管理・回収実務事典」(きんざい 1988 年) 935頁以下
( 8 ) 山本和彦編「倒産法演習ノート」(弘文堂 2009年) 9頁参照























































































































































































































































































































































































出版不況時代の昭和 36 年 9月 16日に手形不渡事故を起こして倒産した





























































( 9 ) 麻上=谷口編「注解和議法」(青林書院 1985 年) 247 頁四宮章夫執筆部分
参照






リードする再生論・商事法務 2013 年) 270頁以下参照
(15) 判タ 482 号 169頁
(16) 前掲「倒産実務研究シリーズ 1 和議」302頁四宮章夫発言部分参照
(17) 商事法務 1977年 4頁
(18) 弁済を受けた債権者の方には悪意がない場合も少なくはないので、後日、





高木=伊藤編「講座・倒産の法システム第 4 巻」(日本評論社 2006 年) 31
280 (113)
頁(20) 中村清「債権者委員会及び同委員長の法的地位・債権者委員長の義務」
(倒産判例百選第 4版 2006 年) 204頁以下
(21) 多比羅誠「債権者委員長の資産譲受けと詐害行為」(倒産判例百選前掲)
204頁







(24) 会社法 667条 1項参照





(27) 高木新二郎外編「倒産法実務事典」(ぎょうせい 1999年) 1078頁三村藤
明執筆部分



















ざい 1999年) 140頁 (四宮章夫発言部分) 参照。
(35) 当時、親会社等が取引先の債権を放棄しても、税務署において当然損失と
認定され、損金処理を認められるものではなかったので、特別清算手続を利
用し、その申立時に法人税基本通達 9-6-5 により、債権額の 50%相当額以
内の金額を債権償却特別勘定に組入れ、協定の認可があった時に、同基本通
達 9-6-1 により、協定による債務免除額を貸倒として損金算入できるとされ
ていた (多比羅誠「最近における特別清算事件の動向」判タ 866 号 448頁
1995 年)。
(36) 前掲「倒産実務研究シリーズ 1 和議」23頁三宅省三発言部分




Ⅳ 平成 12 年以降の私的整理
1 はじめに
①倒産法改正作業と私的整理
平成 8 年に開始された倒産法改正作業は、平成 12 年 4月 1日に施行さ
れた民事再生法を皮切りに、平成 17年 1月 1日に施行された破産法と、




















































































平成 15 年 4月に金融再生プログラムの中核をなす組織として時限立法
により設立された株式会社産業再生機構は、その後平成 17年までの間に













平成 15 年産業活力再生特別措置法によって、全国 47都道府県に設置さ
れた中小企業再生支援協議会も、私的整理に関与するADRである。当初
4 年間の時限組織として設立され、その後平成 28 年までの 8 年間期限が
延長された
(48)

























会の活動実績を見るに、平成 23 年度は、1次支援相談件数 1,741 件に対し、
2 次支援取組件数は 255 件であるが、その中で債権放棄は僅か 30 件であ




















































(39) 平成 3年 5月 15日法律第 77号。いわゆる「暴対法」
(40) 四宮章夫「私的整理手続の経済的合理性」前掲 384頁
(41) 中井康之／山本淳「司法型 ADR としての特定調停」(前掲あるべき私的
整理手続の実務) 366頁以下参照
(42) 四宮章夫「私的整理のガイドラインの利用状況」(倒産・事業再編の法律

































H23. 1. 14ウエストロー・ジャパン。福岡地判 H21. 11. 27日金法 1911 号 84
頁、東京高判 H24. 6. 20 判タ 1388 号 366頁。②会社分割に伴う財産の移転
が否認されるとするものとして、福岡地判 H22. 9. 30 判タ 1341 号 200頁。
(55) 東京地決 22. 11. 30 金商 1368 号 54頁
(56) 全国倒産処理弁護士ネットワーク「私的整理の実務 Q&A100 問」(金融財

















































































































(59) 前掲「私的整理の実務 Q&A100 問」53頁外、大島英一「危機を脱出する
会社再建マニュアル」(自由国民社 2001 年) 102 頁乃至 105 頁、井上愛朗
「適正な再建手続」(前掲あるべき私的整理手続の実務) 446頁
(60) 石井真司外編 (金融財政 1988 年) 特に 935頁以下
(61) 東京商工リサーチのインターネット上の情報によると、1967年以降負債
1000万円以上の倒産件数が最少であったのは、1990 年の 6,468 件である。
(62) 永井＝石井＝林部編 (1992 年) 526頁以下
(63) 永井・石井外編 (1998 年) 614頁以下
(64) 青山善充「破産法概説新版増補版」2000 年 18頁、19頁
(65) 会社法 511条 2項、484条 1項外
(66) 四宮章夫「私的整理手続の経済的合理性」前掲 380頁以下にも基本的な視
座は提示したが、今後、さらに研究と思索を進めていきたいと考えている。
292 (101)
